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序章　はじめに
１．激甚化する災害
近年、「想定外」の自然災害が頻発している。2018
年の「平成30年７月豪雨（西日本豪雨）」や2019年10
月の「令和元年台風19号」により、各地域で発生した
洪水・浸水による被害は世間に大きなショックを与えた。
特に台風19号は、筆者の住む茨城県にも甚大な被
害を与えた。那珂川や久慈川などの河川の決壊・氾濫
により、床上浸水被害は７市町59棟（うち住宅13棟）、
床下浸水被害は15市町544棟（うち住宅350棟）1とな
るなど、「水災害」の脅威を改めて認識したところで
ある。
水災害に対しては、わが国ではこれまで「治水」を

主たる手段としてその被害の発生防止や軽減を図って
きた。しかし、激甚化傾向にある近年の水災害に対し
ては、従来の治水による対策だけでは限界があり、被
害の発生が想定される地域の土地利用の在り方から、
水災害対策を再検討することが必要である。
このような現状認識のもと、本稿では、自然災害の
中でも特に「水災害」に焦点を当て、洪水や浸水被害
のリスクを踏まえた土地利用の在り方について、考察
を加えるものである。

２．本稿の範囲と構成
本稿では災害リスクを「将来のある一定の期間にお
いて、特定の地域社会あるいは社会に起こる可能性が
ある、生命、健康、生活、資産、サービス面の潜在的
1	 茨城県防災災害対策本部「令和元年台風第19号に係る災害対応について（12月24日15時00分現在）」より
2	 国土交通省より
3	 同上

な災害損失」と定義する2。そして、災害リスクは、①
災害発生確率と②災害による被害の大きさにより表す
ことができる。後者については、さらに②-１ハザード、
② -２暴露、② -３脆弱性に細分化することができ、
それぞれ図表１のように定義される3。

近年の激甚化する水災害に対しては、治水によるハ
ザード対策に加えて、水災害リスクの高い地域におけ
る土地利用規制や誘導により、当該地域から住民や財
産等（暴露）を減らしていくことも必要である。従って、
本稿においても、水災害の被害低減に資する土地利用
の在り方に主眼を置き論ずることとする（図表２参照）。

【図表１】災害による被害の大きさの構成要の素定義

出所：国道交通省ホームページをもとに筆者作成

【図表２】本稿の主眼対象（イメージ）

出所：国土交通省ホームページをもとに筆者作成
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３．本稿の構成
本稿の構成は、以下の通りである。
第１章では、近年の自然災害の発生状況について、
その概況を見ていく。次に、自然災害リスクが高い地
域の実態と、被害を受ける可能性のある人口（暴露人
口）等から、我々が日常生活でどのような自然災害の
リスクにさらされているのかを明らかにする。
続く第２章では、水災害に対応するための法制度を
概観し、現状の問題点を取り上げる。
最後に第３章では、水災害の現状と法制度の状況か
ら、水災害に対応するための土地利用の在り方につい
て考察し、展望を述べることとする。

第1章　水災害に関する現状
１．近年の災害発生状況
近年の水災害の発生状況について、各種自然災害と
の比較から見ていく。
図表３は、日本における自然災害の発生件数と、そ
の被害額の推移を示したものである。1970年代以降、
我が国における災害の発生件数は増減を繰り返しつつ
も増加基調にあることが分かる。特に1995年の阪神・
淡路大震災や2011年の東日本大震災の発生時には大
規模な被害を記録している。

次に、本稿で注目する水災害について、降水量の変
化から見ていく。図表４は、1時間当たりの降水量が
50mm以上（非常に激しい雨）の年間発生回数を示
したものである。それによると、2010年から2017年
までの８年間の平均年間発生回数は約309回となって
いる。本統計開始当初の1976年から1985年の10年
間の平均年間発生回数が226回であったことを踏まえ
ると、実に1.4倍にまで増加している。
こうした大雨の発生回数の変化から、河川の氾濫や
浸水被害の発生リスクの上昇や、被害が激甚化する傾
向が今後さらに強まると考えられる。

【図表３】自然災害の発生状況と被害額の推移

出所：中小企業庁「2019年版中小企業白書」より筆者作成

２．災害リスクと人口の分布
以下では、各種自然災害リスクと人口分布の関係を
見ていく。
図表５は、自然災害リスクが高い地域の面積と、同
地域内の人口を示したものである。自然災害リスク
が高い地域の面積が最も広いのは「土砂災害」の約
59,200㎢であり、実に国土面積の15.7％を占める。
同様に災害リスクの高い地域内の人口をみると、「地
震災害」が震度被害・液状化被害それぞれ約5,800万
人であり、日本の総人口の約45％を占めている。自然
災害全体でみると、国土面積の約35％が何らかの自然
災害リスクを抱える地域であり、その中に9,442万人
（日本の総人口の約74％）が居住している。こうした
ことから我が国においては、自然災害発生リスクの高
い地域内に多くの人々が暮らしていると推測される。
水災害についてみると、洪水リスクの高い地域の面
積は約20,000㎢と比較的狭いものの、当該地域内の
人口密度は1,836人 /㎢であり、他の自然災害と比べ
災害発生リスクの高い地域内に人口が密集している。
そのため、限定された地域での水災害対策であっても、
その影響は、他の自然災害と比べて大きいと考えられ
る。従って、水災害リスクの適正な把握と、それを踏
まえた効果的な施策を展開することが重要である。　

【図表５】災害種別暴露人口等の現状

出所：国土交通省資料より筆者作成（一部加筆）

【図表４】 1時間降水量50mm 以上の年間発生回数

出所：気象庁ホームページより筆者作成
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第2章　水災害に関する法制度の現状

１．災害関連法における土地利用に関する規定
以下では、災害に関する土地利用の規制等について
定めた法制度の現状を概観する。

（1）建築基準法上の「災害危険区域」
建築基準法第39条1項では、「地方公共団体は、条
例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を
災害危険区域として指定することができる」としてい
る。災害危険区域に指定された地域では、住居の用に
供する建築物の建築禁止やその他の建築物についても
建築制限が課せられることとなる（同法第2条）。な
お、伊勢湾台風後の1959年の建設事務次官通達によ
り、区域の指定範囲や建築物の制限内容に関する考え

4	 木内望	（2019）「水害リスクを踏まえた建築・土地利用マネジメントに関する考察	土地利用・建築規制、計画誘導、市場誘導に
関わる制度の実態と課題」『都市計画論文集	Vol.54,No.3	』	p	925

5	 国土交通省ホームページ参照

方が示されているが、それらの詳細については地方公
共団体に委ねられている4。

（2）個別の自然災害関連法における区域指定
建築基準法の災害危険区域以外にも、災害リスクに
応じた土地利用規制や建築制限、災害リスク情報の開
示等を義務づけているものがある。
例えば、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止
対策の推進に関する法律（以下、「土砂災害防止法」
という。）第７条では、急傾斜地（傾斜度が30°以上）
の崩壊等が発生した場合に、住民等の生命又は身体に
危害が生じるおそれがあると認められる区域を「土砂
災害警戒区域」とし、同区域ごとに危険の周知や、警
戒避難体制の整備等を行う5こととしている。
さらに、同法９条では急傾斜地の崩壊等が発生した

【図表６】災害に関する土地利用等に関する主な規制等

出所：第１回「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会（令和２年１月８日）配布資料3-2より抜粋



筑波総研 調査情報 № 49 33

都市研究レポート

場合に、建築物に損壊が生じ住民等の生命又は身体に
著しい危害が生ずるおそれがあると認められる区域を
「土砂災害特別警戒区域」とし、同区域における特定
の開発行為に関しては許可制とするほか、建築物に対
する構造規制を課している。
こうした自然災害リスクに応じた区域指定の例とし
て、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（以
下、「急傾斜地法」という。）の急傾斜地崩壊危険区域や、
津波防災地域づくりに関する法律（以下、「津波防災法」
という。）の津波災害特別警戒区域・津波災害警戒区
域などが挙げられる（図表６参照）。なお、住宅等の
建築や開発行為等の規制がある区域は、一般的に「レ
ッドゾーン」と呼ばれ、一方で、区域内における警戒
避難体制の整備が求められてはいるものの、建築や開
発行為に係る特段の規制がない区域は「イエローゾー
ン」と呼ばれている。

（3）水災害関連法における区域指定
水災害に関しては、水防法第14条、同法第14条の２、

14条の３において、それぞれ「洪水浸水想定区域」、「雨
水浸水想定区域」、「高潮浸水想定区域」が規定されて
おり、順に想定最大規模降雨時の河川の氾濫、雨水の
出水、高潮による氾濫に伴う浸水被害の発生が見込ま
れる区域を開示することとしている。
各浸水想定区域が公表された場合、市町村では区域
ごとに洪水予報等の伝達方法、避難場所及び避難経路
に関する事項、避難訓練の実施に関する事項等につい
て地域防災計画で記載することとされている。そして、
ハザードマップの作成等により、これらの事項を住民
等に対して周知することが義務付けられる（同法15
条の２）。一方で、他の災害関連法のようなレッドゾ
ーンについては、定めがないのが現状である。

２．都市形成に関する法制度と災害リスク
これまで自然災害のリスクに応じた法制度の概要を
見てきた。以下では、これらの災害関連法の規定が、
都市の形成にどのような影響を与えているか、その関
係性を見ていく。

【図表７】都市形成に係る法制度と災害関連規定の関係

出所：各種法令等をもとに筆者作成
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（1）都市計画法上の区域区分
都市計画法第７条では、無秩序な市街化を防止し、
計画的な市街化を図るため、都市計画区域内において
①既に市街地を形成している地域、及び②概ね10年
以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域を
「市街化区域」として設定することができる、として
いる。そして、②の場合の市街化区域の設定に際して
は、原則として「溢水、湛水、津波、高潮等による災
害の発生のおそれのある土地の区域」、より具体的に
は先に見た各災害関連法上のレッドゾーン（土砂災害
特別警戒区域、津波災害特別警戒区域、災害危険区域、
地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域）に該当す
る区域を含まないこととする、とされている。（都市
計画法施行令第８条、都市計画運用指針参照）。

（2）都市再生特別措置法上の居住誘導区域
都市再生特別措置法では、コンパクトシティの形成
に向けた立地適正化計画策定に関する事項が規定され
ている。同法第81条では、都市の居住者の居住を誘
導すべき区域として「居住誘導区域」を記載すること
としており、居住誘導区域の設定にあたっても、都市
計画運用指針の中でその考え方が示されている。
具体的には①居住誘導区域に含まないものとして建
築基準法上の災害危険区域、②「原則として」同区域
に含まないものとして災害関連法上のレッドゾーン、
③総合的に勘案して、居住を誘導することが適当では
ない場合には原則として同区域に含まないものとして、
災害関連法上のイエローゾーン等が記載されている。

３．水災害と土地利用に関する課題
このように、建築基準法や災害関連法では、災害リ
スクを踏まえた土地利用規制等に関する規定があり、都
市形成においても、これらの法制度において規定される
レッドゾーン等を避けた市街地形成や居住誘導により、
暴露人口の減少のための制度的担保が図られている。
しかしながら、水災害の視点からは、従前よりいく
つかの問題点が指摘されている。
例えば、建築基準法上の災害危険区域は、水災害へ
の対応としての土地利用規制として活用可能な制度で
ある一方、強力な財産権の制約につながるものである
ため、その運用については慎重に検討されるべきであ
るが、その結果、水災害リスクが高い地域に対して事
前に災害危険区域が設定された事例は極めて少なく、
水災害の事後的な対応として設定されることが多い6。
6	 姥浦道生（2004）「都市開発時の水害リスクコントロールの実態とその課題」『河川整備基金助成事業報告書』
7	 小俣篤ほか（2019）「国土技術政策総合研究所資料　気候変動下の都市における戦略的水害リスク低減手法の開発」『ISSN　
1346-7328国総研資料第1080号』,p.237, 国土交通省国土技術政策総合研究所

また、災害危険区域の設定は条例によることとされて
おり、その判断は地方公共団体に委ねられているため、
同じ水災害を受けた場合であっても、自治体ごとに対
応に差異が生じる可能性がある。
都市計画法については、先に見たように、概ね10
年以内に市街化が見込まれる地域において市街化区域
を設定する際には、レッドゾーン等を避けるように規
定されている。一方、既に市街地が形成されている区
域で市街化区域を設定する際には、人口及び人口密度
を基準として同地域と設定することと示されているに
とどまり、既成市街地における水災害リスクを結果的
に許容する可能性を残した制度設計となっている7。ま
た、浸水想定区域は平成27年の水防法改正時に制度
化され、そこではじめて、具体的な浸水リスクの基準
が示された。区域区分が導入された時点では、そのよ
うな具体的な判断基準がなく、結果として、既に市街
地が形成されていた地域については水災害リスクが十
分に考慮されないまま、市街化区域として設定されて
しまった地域も多いとされる。
このような市街化の過程と法整備のタイムラグの発
生は、居住誘導区域の設定に際しても大きな影響を与
えた。国土交通省の調べによると、居住誘導区域を設
定している自治体の約９割が、居住誘導区域内に浸水
設定区域を含んでいる実態となっている（図表８参
照）。居住誘導区域は、市街化区域内に設定されるケ
ースも多く、市街化区域と同様に運用上の課題を内包
していると言える。

【図表８】居住誘導区域内のイエローゾーンの状況

出所：第１回「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会
　　　（令和２年１月８日）配布資料3－2をもとに筆者作成
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また、水防法には、そもそも土地利用規制や建築制
限に係る規定はなく、あくまでも水災害リスク情報の
開示や避難体制の整備を定めるものである。そのため、
水災害の暴露人口の減少という意味での実効性は、水
災害リスク情報の受け手である住民や、マンションデ
ベロッパー・ハウスメーカー等の不動産事業者に依存
するところが大きいと考えられる。従って、その実効
性を担保していくためには、水災害リスク情報を土地
利用施策等へ積極的に活用していくことが大きな課題
であろう。

第3章 水災害リスクを考慮した土地利用に係る考察
これまでみてきた水災害の実態とそれに関する法制
度の現状や問題点を踏まえ、以下ではいくつかの視点
から考察を加えることとする。

１．リスク評価と土地利用の在り方
（1）水災害リスク情報の積極的活用
土地利用の在り方を検討するには、その前提となる
水災害リスク情報の活用が必須である。水災害リスク
情報は、主として人々の円滑な避難を促すためのもの
として活用されることが多く、水防法もそのような趣
旨のもと浸水ハザードマップの作成を義務づけている。
そのため、水災害リスクを踏まえた土地利用施策の
検討に際し水災害リスク情報をどのように活用するか
は各自治体の判断に委ねられている。
大雨の発生回数が増加傾向にある中で、水災害のリ
スクを適切に評価することは技術的な困難性を伴うこ
とは間違いない。しかしながら、少なくとも水災害リ
スク情報は、その対策としての土地利用施策において、
より積極的に活用されるべきであり、可能であれば他
の災害関連法におけるレッドゾーンのように、制度的
に担保していくことが必要であろう。
他方で、土地利用の規制・制限は、私人の財産権に
対する重大な侵害につながるものであることから、早
急な制度化は困難であると考えられる。そこで、人々
の土地や建物の売買や賃貸借といった土地利用に関わ
る意思決定の段階で、当該不動産の立地する地域の水
災害リスク情報を提供することで、間接的に土地利用
の誘導を図ることが可能であると考えられる。
現在、不動産の売買や賃貸借等の際に、不動産事業
者には当該不動産に係る重要事項の説明が義務付けら
れており、その説明項目の中には一定の災害に関する
事項は存在するものの、浸水想定区域に係るものはな
い。そのため、重要事項説明項目の中に浸水想定区域
関する事項を追加することが、重要な一歩となろう。

（2）都市化の状況を踏まえた水災害リスクの許容
同じ自治体内であっても、その中心部と郊外部では、
同じ災害によって発生する被害は異なると思われる。
特に、大都市では、社会的・経済的な影響の大きさか
ら、採用可能な土地利用施策が限定的になると考えら
れる。そのため、水災害リスクの評価を踏まえ、それ
をある程度は「許容する」という視点から、採用する
施策を検討することが必要である。
例えば、都市の中心部のある建物が水災害リスクの
高いエリアに立地する場合、その建物を当該地域から
移転させることは物理的に困難であり、経済的な影響
も大きい。そこで、当該建物を浸水に耐えうる堅固な
構造とすることや、電源装置・防災備蓄倉庫等を想定
浸水深以上の高さに配置した建物とする、といった施
策が有効であろう。
他方、郊外部の水災害リスクが高いエリアに立地す
る建物等については、土地利用規制や建築制限による
影響が、都市部と比較すると小さいことが想定される
ことから、災害危険区域の指定を含めた施策の展開を
検討すべきであろう。

２．時間軸を踏まえた土地利用の在り方
土地利用規制・制限は、上述の通り社会的・経済的
な影響が大きく、当該地域における住民や不動産事業
者といった各利害関係者からの反発が予想される。
そのため、第１段階として、これまで各自治体で取
り組んできた水災害リスクの周知を一層強化し、利害
関係者の理解を深め、水災害対策としての土地利用規
制・誘導に対する社会的合意の形成から着手し、第２
段階として浸水リスクを踏まえた建物の誘導や土地利
用の規制を展開することを検討すべきであろう。
このような将来的な土地利用規制を見据えた段階的な

【図表９】水災害リスクに応じた対策のイメージ

出所：筆者作成
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施策の投入により、社会的な混乱や経済的な影響を緩
やかにしつつ、水災害に強い都市への転換が期待される。
なお、土地利用の規制等により、当該エリアに立地
する建物が法令に適合しない、いわゆる「既存不適格
建物」となってしまう可能性がある。そうした建物に
対しても、規制内容に適合するような建物への改築に
対する補助等の支援を行うことも重要である。

おわりに
かつての都市は、人口増加を所与として、当時の旺
盛な住宅需要に応えるかたちで拡大を続けてきた。近
年では、人口減少を主とした様々な社会の変化により
自治体経営上の問題が顕在化し、都市の在り方につい
ての議論も活発となっている。
特に地方都市では、人口減少がより進行し、以前ほ
ど住宅や市街地開発の圧力が高くないことから、どの
ような都市を目指していくべきか、自治体には様々な
選択肢を検討する余地があり、またその必要性が高ま
ってきていると考える。
住民の命を守り、安全で安心な都市を形成していく
ことは、国・県・市町村問わず行政の至上命題の一つ
であり、本稿中で述べた内容以外にも、様々な施策の
展開可能性がある。
本稿が都市防災に関わる皆様に、何らかの示唆を提
供することができれば幸いである。今後の行政の取り
組みに注目したい。
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